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10

分散型エネルギーインフラを備えた
スマートコミュニティ「淡路夢舞台
サスティナブル・パーク」創造事業

木質バイオマス
・地域への集住を促進し、にぎわいのある職住近接型の地域の拠点を創出。
・放置竹林を活用した竹チップによる発電の余熱により、県有施設等を中心として集約型で効率性
の高い熱インフラを構築（重油ボイラからの振替）。

9 「なわて里山スマートタウン」の構築
大阪府

四條畷市

兵庫県
淡路市

天然ガス
・公共施設が集積する市の中心部にエネルギーセンターを新設し、災害にも強い持続可能な市街地
形成を促進。

・鳥取駅南口エリアの新庁舎（H30年目途整備予定）に熱インフラを組み込み、周辺をネットワーク
化。熱供給を呼び水に街なか居住を促進し、新たなコンパクトシティを創造。
・ガスコジェネによる余剰電力と太陽光発電等による電力とを組み合わせて電力供給。

12
よなごエネルギー

地産地消・資金循環モデル構築事業
天然ガス

一般廃棄物
・温泉地区において、給湯用の熱供給管（源泉供給（温泉水）以外）を整備（重油ボイラからの振替）。
・ガスコジェネによる余剰電力とごみ発電等による電力とを組み合わせて電力供給。

11

『一般財団法人鳥取環境エネルギー
アライアンス』による地域エネルギー

産業の創出と経済循環の実現

木質バイオマス
天然ガス
太陽光

鳥取県
鳥取市

鳥取県
米子市

・間伐材を活用して、複数の小規模な市街地において、自立型地域熱供給エネルギー事業を実施
（LPガス・重油からの振替）。

14

環境維新のまちづくり～100%再生可能
エネルギーの活用による「日本一環境負荷の
少ない工業団地」の実現化へのステップアップ

木質バイオマス
・里山と工業地域が連携する新たなモデルを創造。
・里山に面した工業団地において、未利用間伐材などのチップ化燃料を供給源とするバイオマスエ
ネルギーセンターを新設。

13
エネルギー自立に向けた
国境離島対馬プロジェクト

木質バイオマス

鹿児島県
いちき串木野市

長崎県
対馬市

・熱供給事業と一体となって、温浴施設や医療施設などを集積し、少子高齢化に対応したコンパクト
なまちづくりを推進。
・市街地の公共施設を中心に、木質ボイラーを核とした熱導管ネットワークを構築。

8
産業のまち「ふじ」電力需給構造

リノベーションプロジェクト
天然ガス

木質バイオマス
・基幹産業である製紙業の熱需要への対応として、工業地域に集約型エネルギーセンターを新設し
て熱インフラを構築。

7 里山循環（ぐるぐる）プロジェクト 木質バイオマス
群馬県

中之条町

静岡県
富士市

・山形駅西口エリアの公共施設及び民間集合住宅等へ熱を供給するとともに、熱エネルギーを道路
融雪や屋根融雪付き熱販売サービスに活用。

6

内陸型産業団地を核とした
スマートエネルギーネットワークによる

循環型地域活性化モデル

天然ガス
木質バイオマス

・コジェネの余熱と木質ボイラーを併用し、工業団地内での熱需要を基盤に、工場と近隣の農業施設群
へ熱供給を実施。
・広範囲にわたる間伐材等のバイオマス資源の調達とチップ加工の販路開拓を行うモデルを構築。

5

豪雪・高齢化地域の生活の質を向上
する、地域PPSによる電力融通を核と

した熱の有効利用エリア拡大事業
木質バイオマス山形県

栃木県

・弘前駅周辺の市立病院や周辺大型施設等へ熱を供給するとともに、熱エネルギーを通学路等の
道路融雪や融雪サービス付き熱販売サービスに活用。
・間伐材の燃料化による周辺自治体への経済波及効果を創出。

4
地熱の有効利用による

「需要創出型」地域エネルギー事業
地熱

・新たな需要を創出しながら、給湯事業の持続性を高める。
・松川地熱発電所から発生する蒸気を利用した温泉街給湯インフラを再構築。

3
地域エネルギーサービスを核とした

快適な雪国型コンパクトシティ創造事業
木質バイオマス

天然ガス
青森県
弘前市

岩手県
八幡平市

・市役所をはじめとする公共施設・港湾施設、市街地をネットワーク化し、市民の生活環境の向上と
域内産業の活性化を推進。
・熱需要のある食品工場群を中心として熱供給インフラを構築。

2
日本初内陸型森林バイオマス

地域熱電併給 システムモデル構築事業
木質バイオマス

・熱導管整備エリアに公営住宅等を中心部に集約化し、集住化を促進。
・木質ボイラーとバイオマス発電の余熱を活用した自立型地域熱供給エネルギー事業を実施。

1 石狩スマートエネルギーコミュニティ構想
天然ガス

木質バイオマス
北海道
石狩市

北海道
下川町

団体名 事業名
主要

エネルギー源
特 徴
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13
鹿児島県
長島町

長島大陸の農・漁業パワーを活かす
分散型バイオマス・温冷熱電併給事業

廃棄物系
バイオマス

・養豚場から発生する畜糞などの廃棄物系バイオマスを活用して、メタン発酵させてガス化し、養豚
場周辺エリアを中心に、コジェネによる熱電併給システムを構築。

14
沖縄県
浦添市

スマートシティ沖縄実践基本モデル
「てだこ浦西駅周辺スマートシティ

開発プロジェクト」

天然ガス
地中熱

・沖縄都市モノレールの延伸に伴う、新駅開発地区において、区画整理事業、まちづくり事業と連携
しながら、ガスや地中熱等を活用して、コジェネによる熱電併給システムを構築。

11
熊本県
小国町

地熱と木質バイオマスの恵みを
活かした小国町農林コミュニティ構想

地熱
木質バイオマス

・地熱発電の排熱（熱水）を活用し、木材加工、乾燥施設のほか新たに設置予定の福祉施設等に対
する熱供給を実施。併せて、中心部における木質バイオマスを活用した熱供給を実施。

12
鹿児島県
西之表市

スマートエコアイランド種子島
自然と共生する地域システムの構築

廃棄物系
バイオマス

木質バイオマス

・重油によるディーゼル発電機に頼る独立電源の島において、木質バイオマスや畜糞等の廃棄物系バ
イオマスを活用し、複数の小規模市街地における熱電併給システムを構築。

9
岡山県
津山市

地域バイオマスエネルギー利用した
中山間地域の拠点への

エネルギー循環モデル事業
木質バイオマス

・中山間エリアの複数の地区拠点ごとに、病院や福祉施設を中心として、木質バイオマスを活用した
熱電併給システムを構築。

10
熊本県
南関町

南関町地域エネルギー循環
マネジメント事業

木質バイオマス
・山間部と都市部が連携して、放置竹林を含む木質バイオマスを活用し、燃料の供給、加工及び利
用を広域的に行う熱電併給システムを構築。（熊本県南関町ほか荒尾市・玉名市・山鹿市・菊池市・
長洲町・和水町、福岡県大牟田市・みやま市との連携）

7
滋賀県
湖南市

コナンエネルギーの地産地消推進に
よる域内経済循環モデル構築事業

木質バイオマス
・住宅エリアや火葬場等の公共施設を中心に、複数の郊外に分散したエリアにおいて、木質バイオ
マスを活用した熱電併給システムを構築。

8
兵庫県
神戸市

エネルギークラスターの
地産地消ネットワーク形成事業

木質バイオマス
・六甲山系の豊富な森林資源を活用し、六甲山エリアにおける観光施設を中心として、新たな観光
事業の需要を創出しながら、熱電併給システムを構築。

5
山梨県
甲斐市

甲斐市森林バイオマスを活用した
熱利用プロジェクト

木質バイオマス
・郊外エリアの農地主体地域において、木質バイオマスを活用し、給食センターやプール、温浴施
設、道の駅など公共施設に熱供給を行うとともに、需要先として新たに農業生産施設を整備するな
ど交流拠点を形成。

6
三重県

南伊勢町

バイオメタンと小型水素ステーションに
よる地域産業振興と

レジリエンスタウンの構築事業

廃棄物系
バイオマス

（畜糞、下水汚泥）

・家畜糞尿系バイオマスや下水汚泥等を活用したバイオマスコンビナート供給基地を設置し、メタン発酵
によりガス化して、パイプラインにより周辺に供給するとともに、ＬＰＧ配給システム上で町内に供給。

3
山形県
最上町

最上町木質バイオマス熱電併給事業 木質バイオマス
・町内面積の8割を占める森林資源を活用し、役場庁舎等の公共施設が立地する中心部ほか、来年
度整備予定の若年世代向け定住促進住宅エリアにおいて、木質バイオマスを活用した地域熱供給
システムを構築。

4
群馬県
前橋市

小規模分散型エネルギーインフラ整備
による地産地消モデル

木質バイオマス
・山村地帯である北部エリアの木質バイオマス資源を活用し、市役所が立地するエリアを中心に、温
浴施設が立地する道の駅エリアや今後開業予定の大規模病院エリアといった複数エリアでの小規
模分散型熱電併給システムを構築。

1
北海道
豊富町

大地からの恵み 天然ガス等の地域
燃料を活用した自立循環型まちづくり

自噴天然ガス
・温泉街における公共施設・宿泊施設に対して、天然の自噴ガスや畜産系バイオガスを活用した熱
電併給システムを構築。併せて、豊富な自噴ガスをエネルギー源として、畜産加工施設を新たに整
備するなど、強い畜産業を構築。

2
秋田県
大潟村

「エネルギーと農業の地産地消型
スマート“アイランド”プロジェクト」

稲作由来
バイオマス

（稲わら・籾殻）

・全ての公共施設、事業所、住宅が集中する役場庁舎を中心とした半径1.5ｋｍ以内のエリアにおい
て、村の基幹産業である稲作由来の農業系廃棄物バイオマスである稲わらや籾殻を活用した地域
熱供給システムを構築。

団体名 事業名
主要

エネルギー源
特 徴

6
6
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団体名 事業名
主要

エネルギー源
特 徴

1 北海道弟子屈町
地熱資源を活用した

「弟子屈・ジオ・エネルギー事業」
マスタープラン策定

地熱
地熱資源を活かし、既存の公共施設・宿泊施設・一般家庭や今後誘致する新規農業施設に対して
熱（温泉）供給を行いながら、地熱発電事業を実施。さらには、事業収益を活用して観光や定住促進
のための事業を実施。

2
福島県喜多方市
（他12市町村）

「森林資源～林業の都合で
木材需要デザインへ

・・・礎となる熱供給事業」
――可能なインフラ整備は自治体、

事業経営は民間の役割分担で
普及加速化――

木質バイオマス
喜多方市を中心とした会津地方13市町村が連携。各地域に点在する温浴・宿泊施設、病院等の敷
地内に木質バイオマスボイラーを設置し、会津地域の3,000万㎥にも及ぶ木質資源を活用して、オン
サイト型の熱供給事業を実施。

3 茨城県つくば市
分散型エネルギーインフラにより

魅力的なまちを目指す
つくばCEMS構想

太陽光
天然ガス

国家公務員宿舎等の処分を控えた再開発エリアを含む中心市街地において、太陽光発電及びガス
コジェネシステム等を取り込み、蓄電池を組み合わせたエネルギーマネジメントシステムを構築。

4 岐阜県八百津町
中山間地型水素社会の構築による
100％エネルギー自給自足のまち

八百津プロジェクト

木質バイオマス
太陽光

木質バイオマス発電による熱電併給事業及び木質バイオマスボイラーによる熱供給事業に、太陽光
発電や水素燃料電池を組み合わせ、公共施設の集まる中心部エリアと産業施設を集積させる郊外
エリアにおいて、エリア特性・需要に応じた供給システムを構築。

5 京都府城陽市
京都府南部グリーン・レジリエント・

スマートインフラ整備事業
太陽光

天然ガス

郊外の開発地区において、共用開始予定の高速道路ののり面に、太陽光パネルを設置し、太陽光
発電を実施。あわせて、誘致予定の大型商業施設・宿泊施設等に対して、都市ガスを用いたコジェ
ネシステムを構築し、熱電併給を実施。

6 岡山県真庭市
ウェルネスタウン湯原・熱利用モデル

構築事業
木質バイオマス

病院や介護施設、温浴施設等が立地する市北部エリアにおいて、市の８割を占める山林からの豊
富な木質バイオマスを活用し、エリア内の各施設に対し、木質バイオマスボイラーによる熱供給シス
テムを構築。

7 大分県豊後大野市
地域バイオマスを利用した

里山エネルギー循環モデル事業
（ぶんごるエネルギー）

木質バイオマス
民間の木質バイオマス発電所から、排熱の無償提供を受け、近隣に誘致する温浴施設や観光農園
に対し、熱導管を設置し熱供給事業を実施。あわせて、未整備森林や放置竹林等の資源を活用し
たチップの乾燥施設も整備し、市内中心部の公共施設等にオンサイト型の熱電併給事業を展開。

8 宮崎県川南町
地産バイオマスを活用した

地場産業活性化による
持続可能な循環型まちづくり事業

木質バイオマス、
廃棄物系バイオマス

町内にある２つの民間バイオマス発電所の排熱を利用し、近隣の福祉施設や病院、整備予定の就
農支援施設に対して、熱導管による熱供給を実施。一方で、発電所から離れたエリアの需要家に対
しては、オンサイト型の熱供給を実施。

9 熊本県水俣市
「森・里・川・海の資源を

効率的に利用する、
環境モデル都市みなまたづくり」

廃棄物系バイオマス
畜糞や食物残渣を活用した廃棄物系バイオマスコジェネを導入。将来的には河川や農業用水路を
活用した小水力発電を取り込み、蓄電池を組み合わせたエネルギーシステムを構築予定。

10 鹿児島県出水市
出水市分散型エネルギー・ バイオガス

熱電併給事業
廃棄物系バイオマス

鶏糞を主要とする廃棄物系バイオマスを活用し、メタン発酵させてガス化。ガス導管により、市内の
複数のエリアに構築するバイオガスコジェネシステムへ供給し、熱電併給事業を実施。

11 沖縄県北中城村

新しく生まれ変わる“街”への発展を
「食・エネルギー・経済循環」で
持続していく北中城村分散型

エネルギーインフラプロジェクト

廃棄物系バイオマス
大型商業施設や病院等から廃棄される食物残渣を活用したバイオガス発電施設を整備し、郊外の
土地区画整理地区において、整備済の共同溝を利用した熱電併給システムを構築。

































よなごエネルギー地産地消・資金循環構築事業

平成29年1月11日（水）

米子市経済部経済戦略課

資料３







ローカルエナジーの事業領域

電力小売卸売事業以外にも５つの事業領域を定款に定めている

4







ローカルエナジーの特徴

①出資は、地元企業と地元自治体のみ

7

②電源と供給先が、ともに地域にある

③需給管理は、自前で行い委託しない

④常時バックアップを、受けていない



米子市の電力需要曲線（ある一日）

8

市内小中学校

電力需要曲線

12月20日

発電バランシング
グループ 9月1日

発電バランシング
グループ 9月5日







ローカルエナジーによる地域経済への波及効果

①雇用創出効果

直接雇用 5名、間接雇用 10名

11

②行政コストの削減効果

米子市公共施設の電気料金（平成28年上半期）
一般電気事業者との比較削減額

比較削減率

実質的な事業初年度から、単年度黒字化達成の見込み。



ローカルエナジーの課題（事業立ち上げ時）

①地域電源の確保等のソーシング

12

②需給管理業務を行うシステム選定、人材育成

③資本金の額、出資比率の配分決定

④スタートアップ時の需要家の確保



ローカルエナジーの課題・リスク（現在）

課題①需要家拡大に伴う新たな地域電源の確保

13

課題②地域内でのロイヤルティ(loyalty)の獲得

リスク①トップ交代や人事異動による米子市の方針変更

リスク②制度改革にともなうビジネススキームの再構築







地産地消型エネルギーシステムの構築に
向けた経済産業省の取組

平成２９年１⽉
経済産業省

資料４



















木質バイオマスエネルギーの利用状況と
関連施策について

林野庁

資料５ 

















脱炭素地域づくりの加速化
～現状と取組、そして新たなステージへ～

平成29年1月11日
第6回 自治体主導の地域エネルギーシステム整備研究会

環境省総合環境政策局環境計画課

資料６ 




























